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はじめに

丘陵地区の「まちづくり」は、「丘陵地区」の地域資源を最大限に利活用し、競
合する他地区との差別化を図れるよう検討しなくてはなりません。

そのため、現在の社会情勢などを考慮し、開発のリスク軽減を図りながら実現
可能な整備方針と持続的なまちづくりへの取組みが重要となります。

今回、特にリスク軽減が求められる「都市整備エリア」を中心に「事業化検討
パートナー」を募集し、民間のノウハウを得ながら事業計画を確立していく必要が
あります。

パートナー選定に際しては、「事業化検討パートナ提案募集要綱」を事業参加
者で作成し、提案内容を審査しなくてはなりません。

このパートナーには、丘陵地区のまちづくりに共感してもらい、「都市整備エリ
ア」と連携する「農整備エリア」や「自然保全エリア」にも一定の配慮を促す必要
があることから、本準備会において、丘陵地区整備の特に基本コンセプトについ
て事業参加者に助言又は提言を行う必要があると考えています。



１．「事業化検討パートナーの選定」について１．「事業化検討パートナーの選定」について

「事業化検討パートナーの選定」は、丘陵地区の事業を進める際のリスク軽
減を図るために有効な手段であると思われます。
前回（第三回機構準備会 ５月２５日）にも、議題になりましたが、この事業化

検討パートナーの募集について再度確認したいと思います。

→ 資料① 参照

（１）事業化検討パートナーの必要性について

資料にもありましたが、これまでの右肩上がりの社会情勢であれば、宅地を
造れば売れる時代でしたが、現時点ではかなり難しいと言わざるを得ません。

《土地利用転換的区画整理事業》

・将来ビジョンの明確化

・民間企業のノウハウの活用

・上物（土地の利活用）ありきの基盤整備 など
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・民間企業のノウハウの活用・民間企業のノウハウの活用

・上物（土地の利活用）ありきの基盤整備・上物（土地の利活用）ありきの基盤整備 などなど

このリスクを軽減するためには・・・このリスクを軽減するためには・・・



事業の実現性を共に検討していく民間の事業化検討パートナーを得るために。

《パートナーの選定》事業の実現性を共に検討していく民間の企業

・立地や営業希望のテナントや、進出意欲、土地賃貸、買取の条件、
農業活性化方策等を探ってもらい、実現性のある計画の提案を募り、
パートナーに相応しい企業を原則として一社選定する。

《パートナーと調査計画》

・実現的な企業立地を前提に、事業パートナーのノウハウを活用しつつ、
行政等と一緒に、地権者の意向を踏まえつつ、事業化に向けて計画の
検討を行う。
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・立地や営業希望のテナントや、進出意欲、土地賃貸、買取の条件、・立地や営業希望のテナントや、進出意欲、土地賃貸、買取の条件、
農業活性化方策等を探ってもらい、実現性のある計画の提案を募り、農業活性化方策等を探ってもらい、実現性のある計画の提案を募り、
パートナーに相応しい企業を原則として一社選定する。パートナーに相応しい企業を原則として一社選定する。

《パートナーと調査計画》

・実現的な企業立地を前提に、事業パートナーのノウハウを活用しつつ、
行政等と一緒に、地権者の意向を踏まえつつ、事業化に向けて計画の
検討を行う。

（２）事業化検討パートナーと共同での進め方について

事業化検討パートナー（民間企業）と共同で行う検討フローは別紙のとおりで
す。

→ 資料② 参照



２．「岸和田市丘陵地区まちづくり基本計画」について２．「岸和田市丘陵地区まちづくり基本計画」について

「岸和田市丘陵地区まちづくり基本計画」の開発方針は下記の３つとなります。

（１）丘陵地区の開発コンセプト

（２）丘陵地区のまちづくりとは

丘陵地区の「まちづくり」は、都市整備エリアと農整備エリア及び自然保全エリア
のそれぞれが連携しあいながら進め、相乗効果を得ることで丘陵地区ならではの
『まち』となります。

農整備エリア

自然保全エリア

各エリアが連携しあう
丘陵地区のまちづくり

活
用
・利
用

活
用
・利
用

→ 資料③ 参照

都市整備エリア

丘陵地区の地域資源丘陵地区の地域資源

外部
環境
要因

外部
環境
要因

丘陵地区ならではの丘陵地区ならではの
「まち」の発信「まち」の発信



（３）地区の地域資源について

他地区との差別化を図ることは、丘陵地区の「まちづくり」が持続的に発展して
いくためには欠かせない要素となります。
そのため、丘陵地区の地域資源を把握し、活用することで丘陵地区ならではの

「まちづくり」が可能となります。また、これらの取組みをルール化し、持続させるよ
う監視機能（法制度や審査対応者等）の仕組みづくりを行う必要があります。

・地形：標高や傾斜 尾根筋や沢筋などの起伏

・水系：ため池や流域、河川の状況

・土地利用現況：植生状況・農地の分布

・交通アクセス：主要施設へのアクセス
：幹線道路からのアクセス

・ネットワーク：既存道路・里道ネットワーク

・自然環境：動植物の生態

・有形、無形資源：郷土文化、歴史、伝承など

・地形：標高や傾斜 尾根筋や沢筋などの起伏

・水系：ため池や流域、河川の状況

・土地利用現況：植生状況・農地の分布

・交通アクセス：主要施設へのアクセス
：幹線道路からのアクセス

・ネットワーク：既存道路・里道ネットワーク

・自然環境：動植物の生態

・有形、無形資源：郷土文化、歴史、伝承など

丘陵地区の地域資源丘陵地区の地域資源 活用すべき資源の抽出

丘陵地区ならではの「まち」

「まち」を持続させることで
資産価値を高める

「まち」を持続させるルール作り
と監視機能の整備

（４）都市整備エリアにおける一般的な法規制について

都市整備エリアでの事業に際して、各種法令等により様々な条件が伴います。

基盤整備における施設条件

新市街地の場合、エリア面積を概ね50ha以上確保する必
要がある。なお、50ha以上の開発面積となった場合、大阪
府条例により「環境アセスメント」を行う必要がある。

エリア面積

開発区域面積の20%相当の公園や緑地などにより緑化さ
せなければならない

公園・緑地

雨水排水は、基盤整備することで現状より多くの排水量が
想定される場合、排水先の河川等の排水能力に応じて河
川改修や場内に調整池等を適切に整備する必要がある。

排水：雨水

生活、工場等から排出される汚水は公共下水道又は合併
浄化槽により高度処理しなければならない。

排水：汚水

道路幅員や構造など法律等により定められている。道路



まちづくりに関する法規制等

新市街地を新たに市街化区域に編入する場合、上
記の用途地域や地区計画を設定する必要がある。

市街化区域への編入

上記の用地地域に加えて、各地区のまちづくりの特
性を活かし規制する仕組みとして「地区計画」や「建
築協定」等がある。

まちや建築制限等の設定

用途地域とは、用途の混在を防ぐことを目的とし

ている。住居、商業、工業など市街地の大枠として

の土地利用を定めるもので、第一種低層住居専

用地域など12種類がある。
用途地域が指定されると、それぞれの目的に応じ

て「建物の種類」や「建ぺい率」「高さ制限」などが設

けられる。

用途地域の設定

→ 資料④ 参照

３．「丘陵地区のまちづくり」を踏まえた事業化検討パー３．「丘陵地区のまちづくり」を踏まえた事業化検討パー
トナーの募集についてトナーの募集について

「事業化検討パートナーの選定」に際して、下記の実施項目を踏まえた提案
募集要項を作成する必要があります。

１．実施概要
２．対象地の敷地状況等
３．提案書作成の条件
４．提案を求める項目等
５．提案書の仕様等
６．審査方法と審査結果
７．協定書の締結

など

（１）「岸和田丘陵地区事業化検討のための提案募集要項」に
ついて

→ 資料⑤ 参照



（２）募集に際しての作業分担について

今回の提案募集にあたり、地権者組織となる「（仮称）岸和田丘陵地区まちづ
くり協議会」と本準備会との役割分担について整理したいと思います。

募集要項の内容

土地の収益等に関する条件に関すること土地の収益等に関する条件に関すること

丘陵地区全体のまちづくりの考え方に関すること丘陵地区全体のまちづくりの考え方に関すること

まちづくり協議会まちづくり協議会

機構準備会機構準備会

最終的に提案募集要項を取りまとめ、募集するのは「まちづくり協議会」となる最終的に提案募集要項を取りまとめ、募集するのは「まちづくり協議会」となる

→ 資料⑤ 参照

募集要項に対する質疑

機構準備会が助言機構準備会が助言

協議会より質疑に対する回答

提案申込・提出提案申込・提出

プレゼン（提案内容の説明）

審査・通知審査・通知

パートナー決定・協定へ

機構準備会が助言機構準備会が助言



４．機構準備会が提言する丘陵地区のまちづくりの考え方４．機構準備会が提言する丘陵地区のまちづくりの考え方
の骨子についての骨子について

丘陵地区は、「都市」「農」「自然」のエリアが連携したまちづくりを目指しています。そ
のため、その一角を担う「都市整備エリア」を主眼としたパートナーの選定に際しては、
「農整備エリア」や「自然保全エリア」にも一定配慮した計画策定を望むものとします。

（１）丘陵地区のまちづくりに配慮すべき基本事項

（２）基盤整備においては、自然への負荷をできる限り軽減する
よう配慮すること。

丘陵地区整備に関する計画には、丘陵地区の地形（尾根筋や沢筋）をできる限り保
全し、または代替措置を講じ、原風景に近い基盤整備を考えています。また、都市整
備の背面には農整備や自然保全地を有しており、これらとの連続性を考慮した計画と
してください。

（３）地権者の意向を常に意識し、地域振興に資する計画とする
こと。また、持続が可能となる仕組みに配慮すること。

丘陵地区のまちづくりは、基盤整備を持って完了するわけではなく、持続的なまちづ
くりと地域振興に資するよう配慮してください。

５．今後の進め方について５．今後の進め方について

第４回機構準備会

第１回 都市勉強会

第２回 都市勉強会

第５回機構準備会

第１回運営委員会

募集 開始

７月１５日
提案手順の確認とまちづくりに関する提言の取りまとめ

７月１９日
概要確認とスケジュールの確認

８月７日（予定）
提案募集の実施の可否の決定

８月１６日
提案内容の取りまとめ

８月２２日
提案内容に対する助言し、修正



６．最後に６．最後に

丘陵地区のまちづくりを進めるために、この計画に関わる全
ての人たちがそれぞれの役割を分担し、補い合いながら進めて
いく必要があります。
また、同時に「まち」を持続し、発展させていく仕組みを構
築していく必要があります。
今後の準備会では、引き続きこれらの仕組みを検討していき
ます。


